


















































































































































































































４） Bank of America から始まる以上の一連の資金
の動きは、実はすべてFRB（アメリカ中央銀行）


















































































































































































































































図表５-１　Korea’s Trade with U.S.



























































































































































20 図表５-３　Thailand’s Trade with U.S.










































































































































































































































































































































































ゴクは大きな Identity Crisis に陥っている。共産党の正
当性と正統性（Legitimacy）が大きく揺らいでいる。こ
れこそが、チュウゴク政権のタイワン併合への衝動を引
き起こすのである。タイワンを併合すれば、タイワン資
本は完全なるチュウゴク資本となる。
タイワン解放は阿片戦争以来の領土的割譲と外資の支
配という２重の意味での屈辱からの解放を実現させ、共
産党の威信を回復するBig Showとなるはずである。
ホンコンはイギリスの植民地で、民主主義を享受して
いたわけではないし、大陸と陸続きで、水も電力も大陸
からの供給に頼っていたから、併合に抵抗できなかった。
タイワンが無抵抗で（平和的に）独裁チュウゴクの併
合を受入れる可能性はほとんどないから、武力を使用す
るしかない。自由な民主主義システムを捨て、共産党支
配の下に入りたいと思うタイワン人は統一の支持者にも
いない。
武力行使を脅しに使いながら、「平和的」統一を迫れ
ば、アメリカも反対するからそれは不可能だ。だから、
平和的統一は考えられない。
大陸側はアメリカに介入のすきを与えず、奇襲して、
短時間で制圧してしまえば、人命の損失と国土破壊をお
それるタイワン人は、たいした抵抗をせずに統一を（や
むなくではあるが）受け入れるだろう、と読んでいるに
違いない。
台商は人質でもある。かれらも共産チュウゴクへの併
合を望んでいるわけではないが、中共は開戦の際、併合
をスムーズに受け入れさせるために、併合されても台商
の企業活動はこれまで通り保証されると宣伝し、かれら
の恐怖感を払拭させようとしている。そのため胡錦涛は
2006年２月、アモイの台商を訪問した。
我々はチュウゴクの対外的暴発への備えを怠ってはな
らない。タイワンへの奇襲の可能性が高いのだが、それ
をすれば、反撃によって必ず失敗するという“確信”を
チュウゴク政府とチュウゴク軍に与え続ける必要があ
る。当方（当事者のタイワンは当然として、日米）の防
御力の備えを忘れてはならない。
チュウゴクの対外的な暴発（explosion）の押え込み
に成功すれば、対内的な爆発（implosion）しかない。
共産党独裁のシステムは機能不全となり、民主革命がお
こるだろう。ソ連と東欧でおきたことだ。ほとんど無血
革命でだった。チュウゴクでもそういう形で成功するこ
とを望みたい。
２．脅威除去の本質的方策
チュウゴクのタイワン攻撃という暴発行為を押え込む
ためには、当方が十分な軍事的備えを有し、それが彼ら
に冒険の失敗を確信させることができるか否かにかかっ
ている。
しかし、それだけでなく、当方の大陸との経済的関わ
りかたを検討する必要があるだろう。タイワン企業は対
中投資において、ニッポン、アメリカと肩をならべるほ
どの大きな規模である。現実にはタイワン企業をはじめ、
外資が大陸経済を「支配」しているともいえる。そして、
ほとんどの企業では、自国の労働者が嫌がる根気のいる
作業に低廉な労働力を利用することが目的であるから、
チュウゴク人への技術移転はそれほど進んでいない。管
理職への登用も進まない。
その原因は、単に外資が不熱心であるだけではない。
チュウゴクの社会システムが、外縁は別として骨幹の部分
では共産党の指示命令を絶対化し、排外主義を醸成し、中
華思想で国民をまとめようとしているから、外国から学ぶ
などの進取の気性を育むことを阻んでいることにある。
しかし、登用されていない事実や外国人の贅沢な振る
舞いは排外主義に正当性を与え、外国企業や外国人を標
的にした強盗や暴力行為を頻発させることになりかねな
い（既に日本人に限らず、東莞などでは台湾人が標的に
なっている）。
だから、事態を放置しておくわけにはいかないだろう。
－11－
チュウゴク経済の持続的発展とアメリカ経済（岸本）
そのためには、チュウゴク政府にこびへつらい、機嫌を
とることではなく、知的所有権の保護などでは言うべき
ことを言わねばならない。しかし、同時にチュウゴク人
への技術移転と管理職への登用を真剣に進めなければな
らない。
80年代はじめ、ニッポン製の自動車がデトロイトの
アメリカの自動車工場の前に引き出され、アメリカ人に
よってハンマーで叩き壊されるというパフォーマンスが
あった。これは、集中豪雨的なニッポン車の対米輸出が
もたらしたものだった。
しかし、今やトヨタをはじめニッポンの自動車会社は
アメリカでの販売を増加させ、高収益を上げているのに
対して、アメリカのGMもフォードも経営不振に陥って
いる。ところが、アメリカ人は誰もニッポンの自動車会
社を非難しない。それはアメリカで生産しアメリカ人に
経営させているからだ。
チュウゴクでも同じ事だ。もちろん、核心技術は
Black Box化して、もっていかないことは、その会社の
生き残りにとっても重要なことだ。ただ、それ以外の技
術はできるかぎりチュウゴクに移転し、幹部への登用を
推進すべきだ。
こういう努力を続けることで、チュウゴク企業を打ち
のめす競争相手、チュウゴク人をこき使う外国人という、
共産党への不満をそらす格好のScape Goatにならずに
済むだろう。こうして、不満のはけ口をタイワン武力攻
撃や外国企業、外国人への暴力行為へではなく、共産党
へ向わせることで、チュウゴクの民主化へのエネルギー
に転換することを期待したい。
特に、タイワンの場合、つぎのことがいえる。大陸の
武力的野心は封じ込めねばならない。と同時に、タイワ
ンが東・東南アジアの経済圏で主導権をとりハブになる
必要がある。アメリカやニッポンと協力することで、チ
ュウゴクに公平な通商ルールを遵守させ、政治問題を経
済への圧力に利用させないことが重要である。
すでに、チュウゴクに深く足を踏み入れてしまってお
り、いまさら足を抜くわけにもいかない。チュウゴクに
ルールを守らせるしかない。むしろ、これまで述べたよ
うに彼らの民族感情に配慮しつつ、タイワン主導の経済
関係の強化こそ図るべきである。
大陸への投資によるタイワン産業の空洞化、失業の増
大などがよく喧伝される。しかし、伝統産業は国際的競
争の中で、いずれにしても途上国へ移っていくものだ。
そのままタイワンにとどまっていたら、倒産と失業の嵐
に見舞われていただろう。大陸に移転したことで、企業
は生き残り、100万人以上のタイワン人の雇用が大陸に
おいて確保されたと見るべきだ。
３通（両岸間の直行便など）はしてもしなくとも、現
実的にはタイワンが大陸の太平洋沿岸の中間的脇腹に至
近距離で位置しているから、ホンコン経由であっても、
他国に比較してすでに十分にそのアクセスの優位性を享
受しているといえる。ただ、３通した方がさらに便利に
なることは確かだから、防衛力の充実を条件に、それも
やるべきだろう。そうなれば、タイワンは名実ともに
東・東南アジアのハブとなる。
（本稿は、2006年３月27日、台湾綜合研究院主催シンポ
ジウム（於台北）での報告「中国経済持続的発展的可能
性」をベースに加筆修正したものである。）
注
１）岸本はアジア通貨危機を予告していた。「日米経済不均衡
問題と日本の課題」（政策科学1994年４月）における『危機
にあるアジア成長神話』の頁を参照。
